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米国の M.E.Porter を代表とする 競争力委員会の 報告書が出されて 以来、 知的クラスター 形成のネットワーキ 

ングが世界的な 関心を集めている。 知的クラスタ 一に関する 1 つ め キーワードは、 大学 発 スピンオフであ る。 こ 

こでは、 ドイツと並び、 バイオ・ベンチャー 創業数を増加させ、 ドイツよりもその 公開企業数の 多い英国での、 

ケンブリッジ・サイエンス・パークを 中心にした、 ベンチャー創業促進の 仕組みについて 検討する。 

主要概俳の定義として、 先ず、 バイオ・スピンオフ (Spin-o 幻 とは、 バイオテク領域の 中で、 大学・大企業から 

の アイデア・人を 基に、 ベンチャー   キャピタルなどからの 資金・経営アドバイスなどの 支援を伴 い 創業するべ 

ンチャーとする。 他方、 サイェンス・パークとは、 UKSPA  (UKScienceParkAssociation) の定義に ょ れば、 

知識べ ー スのべンチヤ 一 創業を促進し、 ベンチャー と 大規模・多国籍企業及び 大学等の研究機関との 関係構築を 

可能にする事業支援及び 技術移転機能を 持つ仕組み (Initiative) と解釈可能であ る。 す ねぬち 、 知的所有権 等の無 

形 資産の比重が 高い企業価値の 企業を創業・ 育成するインフラの 構築・運営のマネジメントのことであ る。 

問題意識としては、 基礎科学の伝統の 強い英国で、 何故、 そしてどのようにバイオ・ベンチャーが 増加したと 

いうことにあ る。 そして、 開発と生産のリンタをどのように 図っているかということにも 関心があ る。 

目的としては、 ケンブリッジ・サイエンス・パークを 中心とした創業支援の 仕組みの検討を 通して、 知識 べ一 

スの 大学 発 スピンオフの 可能性と限界を 理解することにあ る。 

I@ ， East@Region@Biotechnology@Initiative 

Ernst& ㍉ une の調査によれば、 欧州のバイオ 企業約 1,350 社の内、 英国が約 270 社と 20% を占めるという。 

その英国内で、 Cambridgeshire 、 Hert あ 比 shire 、 Su 仔 olk 、 Essex 、 Nor 碕 lk 及び Bed ㎞ dshire の 6 郡から構成 

されるイングランド 東部は、 約 160 社と 59% を占め、 さらに、 イングランド 東部の中で、 Cambridgeshire が 

60% 、 そして Cambridge が 44% を占めている。 すな ね ち、 ケンブリッジは、 英国北部の産業革命とは 直接線 が 

なく、 域内北部の湿地帯を 土地改良し農業改革を 行い、 現在、 大学の知識とロンドンの 資金を中心に、 バイオな 

どのハイテク・ベンチャーが 周辺地域に拡散する 知的クラスタ 一の中核として 期待されている。 

ERBK の調査によるイングランド 東部のバイオ・クラスタ 一の概要として、 バイオ企業約 160 社、 サービス提 

供企業約 200 社、 大学・研究機関約 30 組織、 製薬等の多国籍企業約 20 社、 研究病院 4 、 そして、 その他の支援 

組織 150 という規模が 上げられる。 雇用としては、 バイオ事業に 約 1 万人、 バイオ産業研究に 約 2 万人で、 大学 

等の生命科学研究に、 Watson& Click 以来、 医学・化学で 11 人のノーベル 賞受賞者と約 3,500 人以上の研究者 

を 抱えるという。 公開企業については、 1995 年の 5 社による企業価値 4 億ポンドが、 2000 年までに社数 3 倍   

企業価値 70 億ポンドに増加している。 英国トップ 15LSE 公開バイオ企業の 半数が立地し、 域内だけで 10 億 ポ 

ンド の VC  の市場としては、 医薬品 28% 、 医薬サービス 28% 、 診断 薬 ・試薬 15% 、 農業バイオ 12% 、 そして 

バイオ機器 10% 等の構成になっている。 

ERBT は、 同地域での民間主導のバイオ   クラスター形成支援団体で、 2001 年から 現 BioFocus の Mark 

Ⅱ eherne 氏が会長に、 Stee Ⅱ ngGroup には、 地元バイオ・ベンチャⅠ多国籍大企業、 研究機関、 サービス企 

業、 そして投資機関が 含まれている。 さらに、 企業パトロンとして、 世界的ライセンス・ M&A 関連の法律事務 

所 WeilGotshal&Manges 、 そして後援企業として、 バイオ・ベンチャコ 法律会計事務所、 銀行、 大企業等計 

11 社、 さらに、 基礎研究機関として、 ケンブリッジ 大学はじめ 18 機関からの支援を 受けている。 

このような人・ 技術・資金等に 関する ネ 、 ッ トワークを介して、 英国中で最高の 経済成長率、 18 億ポンドの輸出、 

国内ハイテク 雇用の 70% 、 そして、 国内平均より 低い失業率の 成果に、 バイオ産業の 側面から貢献していると 考 

えられる。 
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表 l. ERBI に関連するバイオ 企業 

n@ ， Cambridge@Science@Park 

ケンブリッジ・サイエンス・パーク (CSPn は 、 

産学協同及びべンチャー 創業のための 近接性に 

基づく交流促進機能を 持つ。 概念は、 1970 年に 、 

Ⅲ 五 nityCollege によって案出され、 ケンブリッ 

、 ジ 大学の近接性、 低密度開発、 2000 年夏に 64 

社の ハイテク企業等の 収容、 そして、 用途の転 

用 が容易な建物などの 特徴を持っている。 土地 

の 使用条件としては、 工業生産に関連した 科学 

研究、 ケンブリッジ 地域にあ る自社の R&D   

設計部門、 大学、 研究機関と提携した 軽微な 生 

産 、 そしてサイエンス・パークに 必要な補助的 

活動に限定されている。 具体的には、 152 X 一 

力 一の面積の内で、 500 平方フィートから 12 

万平方フィートの 区画を活用でき、 基本的には 

占有リース契約に 基づき自社目的の 建物を建設 

できるが、 25 年契約の他に、 短期リース契約に 

よる小企業への 開始区画あ るいは大企業への 試 

行 区画も用意されている。 

目的は、 産学交流を経た 企業の競争力強化や 

ベンチャー創業による 大学への技術的経済的 フ 

ノードバッタ、 地元の科学的専門家の 既存技術 

による産業界の 問題解決への 協力、 異種協働で 

0 個人ロ りヰ妥触 による 新 アイデアの開発、 ケンブ   

リッジ大学の 卒業生を中心にした 有能な人材の 

採用、 産業界との交流を 通した学内 ア イデアの 

潜在的な商業化に 関するセンスの 先鋭化、 研究 

予算縮小化の 中での科学的アイデアの 商業化による 収入拡大、 そして共同利用を 通した図書館や 設備費用の産学 

共同負担を模索することなどであ る。 

CSP の歴史として、 1964 年労働党政府による 産学の密接な 協力の要請を 受け、 ケンブリッジ 大学では、 Ne Ⅱ 

Mott を長とする委員会が 組織され、 1969 年の報告書では、 科学的専門知識の 集積を最大限に 活用するような 産 

業 拡張が勧告された。 それに対して、 Newton 、 Ruther ㎞ d 、 J.J.Thomson やカレッジ関連の 31 名 程のノーべ 

ル賞 受賞者を輩出してきた 廿 inityCollege は、 末 活用の土地と 複数のファンド @ こ よって、 1970 年 4 月に計画を 

作成した。 1973 年の Laserscan 入居後、 70 年代の終わりまでに、 多国籍企業の 子会社を含む 25 社が入居した。 

このような長期の 立ち上がり期間の 後に、 1980 年代には、 クリティカル・マスに 達し、 既存入居企業数が 他企業 

0 人 居 誘導をしはじめた。 その結果、 1984 年に、 トリニティ・カレッジが 会議室、 食堂、 そしてコンファレンス   

ルームを提供し、 1987 年に付近にインキュベーターとしての St.John,sInnovationCentre が設立され、 VC の 

3i が入居し、 大学の研究者がべンチャー 創業し、 Cambridge Consultants のような既存企業からのスピンオフ 

及び W  が出現し始めた。 そして、 1990 年代になると、 大 ケンブリッジ 地域 (Greater 

CambridgeArea) のタラスターは 1,400 社、 雇用 4 万人に成長し、 周辺地域のサイエンス・パータ 数、 ベンチャ 

一 ・ファンド数の 増加、 そして、 一部に大規模化する 企業が出現し、 株式公開数も 増加してきた。 CSP の拡張と 

して、 1975 年の 30  X 一 カーから、 1979 年 58  X 一カ 二 1982 年 86  X 一カ 二 1985 年 110  X 一 カー、 そして 

一 294 一 



2000 年には 152X 一カ一にまで 開発が進行した。 

表 2.CSP  テナントの領域 表 3. CSP 入居理由 

2000 年夏現在での、 入居企業等 64 組織、 雇用 

4,487 人の規模で、 バイオ、 情報技術そして べン 

チャー支援の 領域から構成されている。 バイオ 領 

域は 、 企業数 35.9% 、 雇用 38.1% で、 どちらも 首 

位を占めている。 入居理由では、 全組織の中で 子 

会社 43.8% 、 民間ベンチャー 創業 29.7% 、 そして 

大学究スピンオフ 14.1% となっている。 CSP の 特 

徴 として、 英国の欧州バイオ   ベンチャー数における 高割合を反映し、 全従業員の 68% が卒業生で、 雇用成長率 

は 10% であ るという。 

ケンブリッジ 大学における 産学協同の仕組みとしては、 76 名以上のノーベル 賞受賞者輩出という 学内の伝統的 

研究基盤の他に、 MRC 等の政府資金を 調達する WellcomeGenomeCampus 、 MRCCambridgeCentre № rBrain 

Repa 廿及び Babraham  Institute  等の研究センターと、 GlaXoGroupl,600 万ポンド、 RhoneP0uleneRhorer400 

万 ポンド、 Merck, Sha 叩 & Dohme l50 万 ポンドをはじめとするキャンパス 内 産学協同研究所 (Embedded 

Laboratories) などがあ る。 

また、 インキュベート 機能としては、 大学周辺に Cambridge Consultants をはじめ 5 大技術コンサルタント 

企業で 1,300 人の雇用があ り、 その内 75% は、 科学者・技術者の 資格を持ち、 80 社以上のスピンオフを 輩出し 

ている。 加えて企業家且つビジネス・エンジェルとして、 Acorn 創業者の Herman Hauser が VC の Amadeus 

を通じて、 25 から 30 社に 1,000 万ポンドを投資、 Chir0science 及び Celsis を創業の ChrisEvans が CSP 内に 

VC の Merlin Ⅵ ntures を運営、 そして ATTM 創業の AlanGoodman がシード・ファンドの QuantumFund と 

バイオテ タ 向けの AvlarBioventures を運営し、 成功した企業家が 投資家としても 域内インキュベーションに 参 加 するという 好 循環が形成されてい る さ る に、 その他の技術移転の 仕組みとして、 Cambridge 

Entrepreneurship  Centre 、 University  Challenge  Initiative 、 そして Cambridge  MIT  Partnership  などが学内 

ビジネス・スクールや MTT と協力して運営されている。 

この結果、 CSP 計画の成果として、 入居企業は、 CSP 内 環境における 人的、 技術的、 そして財務的な 恩恵を 

受けており、 ケンブリッジ 大学内にも、 商業的関心が 発生しつつあ るという。 また、 CSP 概念は、 入居企業の 

数 ・種類が増加するに つ れて、 初期の目標達成に 近づき、 魅力 度は 一層高まると 考えられている。 

さらに・ベンチャ 一のスピンオフだけでなく、 サイエンス・パータも、 CSP に続いて、 1987 年の St.J0hn,s 

Innovation  Park  をはじめ Granta  TechnoloW  Park 、 Abin 匹 0n  Vision  Park  (Histon) 、 Melbourne  SciencePark 

など、 CSP  の周辺に拡散しはじめている。 こうして、 サイエンス・パーク・ブームは、 保守的な風土が 急に変わ 

っ たのではなく、 長期計画の基に 生じている。 

一 295 一 



Ⅲ． St.John,sInnovationCentre 

St.John,sInnovation  Park の基本的概念は、 CSP  の 真 向かいにあ る St.John,sCollege 所有の 8 ヘクタール 

の 土地を、 大学のコネクションとともに、 ハイテク・ビジネスに 活用することにあ る。 パークは、 大学を代理し 

て 、 1987 年開設の St.John,sInnovationCentreL 田が管理している。 会社は、 大学に完全所有され、 会社の機 

能は 、 財産の管理に 加えて、 技術移転を促進し、 地域のハイテク・ビジネスを 支援することにあ る。 

1997 年末時点で、 パーク内には、 58 社が入居し 、 多くは、 創業 5 年未満の企業であ る。 パーク内の雇用数は 

1,000 人以上で、 総売上年間は 3,000 万ポンドであ る。 テナントの成功率は、 創業後 5 年間に 85% 以上で、 ケン 

ブリッジ地域の 類似パークの 平均成功率 50% よりも高い。 地代は、 カレッジのフエローシップ、 大学 管財 、 図書 

館などの教育目的に 使われる。 そのため、 テナントへの 無料の交流支援サービスに 加えて、 企業管理、 秘書事務 

及び会計などの 有料のサービスを 行う。 特に、 イノベーション・センタ 一によるコンサルタント 活動は、 パーク 

外の地元・海覚のハイテク・クラスタ 一の向上にとっても 高く評価されている。 

同センターは、 Governmento 伍 ce 偽 rtheEasternRegion 、 CambsTEC や BusinessLinkCambridge に、 

地域事業向けの 支援をしている。 特に、 Business Ⅱ nkCambridge への支援を経て、 地域全体へのバーチャル ， 

サイエンス・パークとして、 テナント企業以覚に 毎年平均 200 社の大ケンブリッジ 地域のハイテク・ベンチャー 

を 支援している。 

海外へのコンサルタント・サービスとして、 1995 年に、 EU によって、 BusinessInnovationCentre@ こ 認定 

され、 European Business Network の正式会員としてイタリア 等の経済開発や、 エストニア・ブラジル 等への 

技術移転における 協力をしている。 さらに、 1998 年 5 月に InnovationRelayCentre として、 東部イングランド、 

EU そして、 アイスランド、 ノルウェイ 、 及びイスラエルにおける 中小企業と研究機関との 間の国際的な 技術移 

転を促進している。 

また、 学内への主要な 協力関係では、 学生をハイテク 企業にインターンとして 派遣する EXperience 

EntrepreneurshipProgramme 、 学内での潜在的な 事業の特定を 行う DeVelopingEntrepreneursProject 、 潜在 

的 ベンチャ一に、 財務的・経営的支援を 行 う AngliaEnte 叩 riseNetwork 、 大学 発 スピンオフの 創業に関するケ 

ンブリッジ大学の IndustrialLiaisono 伍 cer 、 工学部と産業界との 連携、 学内に VirtualEnte や「 hSeSchoo1 を 設 

克 する際のビジネス・スクール、 そして学内に 製造産業研究所を 立ち上げる際などに 各々協力している。 こうし 

て、 地元企業だけでなく、 世界的提携 や 、 大学の変化にもインキュベーションのノウハウ 蓄積を地道に 行ってき 

たことが分かる。 

結び 

CSP のべンチヤ一事例として、 CambridgeDrugDiscovery は、 1997 年 12 月に元 P6lzer の社員によって 創業 

された大企業スピンオフであ る。 それが、 ケンブリッジ 大学から 1998 年 3 月にスピンオフした Cambhdge 

GeneticsLimited によって 1999 年 12 月に買収され、 新社名は、 被買り x の CambridgeDrugDiscove Ⅳになっ 

た 。 さらに、 新 Cambhdge  Drug  Discovery  は、 1997  年 3  月創業で Wellcome  Ⅱ ust  と関係の深い BioFocus,pIc 

によって 2001 年 6 月に買収された。 この結果、 大学からの生物学の 先端的知識が 化学会社に移転され、 具体的 

な 製品化が計画されている。 また、 BioFocus は、 CSP を含め 8 箇所に研究施設を 持っている。 このように べン 

チャーは、 大学と製造企業とを 結ぶ流動的媒介的機能を 通して知識と 資金の循環、 さらには創業ノウハウ 蓄積の 

手段になっている。 

加えて、 ケンブリッジの 知的タラスタ 一では、 過去 20 年間に、 1,200 社のハイテク・ベンチャーを 創業し、 年 

間 30 億ポンド以上の 売上と、 35,000 人の直接雇用を 生み出したとされるが、 技術移転の仕組みは 基本的に非公 

式 な自主的コントロールが 強調される。 その理由として、 官僚的運営よりも 協調的自主管理による 流動性を重視 

しているためと 考えられる。 但し、 英国でべンチャ 一成果として、 TP 偏重傾向があ ることに対し、 製造工程上で 

の 改善との結びつきに 不確実性を感じない 訳ではない。 
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